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自殺の社会・経済的な影響の評価では、2004年のWHOの global burden of disease におけ
る DALYs（Disability-Adjusted Life Year; 障害調整生命年）より、原因別にみた全世界におけ
る自殺による社会・経済的損失の影響の割合は全体の1.3％であり、上位20位に位置してい
たと報告されている9)。また、2010年に厚生労働省から発表された推計では、自殺やうつに

























































































NPHIの方針はいわゆる medical model（または high risk approach）に基づいており、上記の
結果からうつ病やアルコール依存症を早期に発見し、適切な治療を実施することが、フィ
ンランドの自殺予防を進めるうえで特に重要な課題であると考えられた。一方、国立福祉
保健研究開発センター（STAKES）は community model（または population approach）によっ
て自殺予防対策を実施した。これは UN/WHOの自殺予防ガイドライン作成委員の一人であ





























のほぼ全土に危機介入チーム（Crisis Intervention Team、以下 CIT とする）が結成された。
アメリカ版の CISM（緊急事態ストレスマネジメント）を採用していて、教育、訓練はノル
ウェーで行われている。自然災害や事故などが起きた場合、CIT の派遣がごく日常的に要請


























































































































































松之山試験においては、当初は老年期うつ病に注目した medical model であり、high risk 
approachを主眼とした活動として計画されていたが、疫学調査により老年期うつ病の有病率
だけでなく、心理的な側面や自殺のタイミングも重要な要素であったという実態把握に基



































































































































































様に天野らによると、1人当たり GNP が2万ドル以上である OECD諸国の1993年と2003年の
間の自殺率増減を比較すると、日本が群を抜いて第1位の49.4%増加だということが特徴的



















































































年の Cavanagh らによる54の case series studies と22の case-control studies を対象とした
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電話相談という方法はそれまでにも存在していたが、世界的に初めて自殺予防を目的と
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な対策につながった国や地域が存在する。しかし、日本における自殺の実態調査への取り
組みは、地域レベルでは実態把握に基づく先進的な介入が行われているところもあるが 45, 46, 













































② 研究 2：茨城いのちの電話における 4年間の相談状況に関する研究 































































































































































年代を性別毎に見ると、男性では 30代が 3,383件（30.6%）、40代が 3,350件（30.3%）と








職業を性別毎に見ると、男性では定職者が 3,461 件（31.3%）、無職・失業者が 7,563 件
（68.4%）、主婦が 28件（0.3%）であった。女性では定職者が 1,498件（18.4%）、無職・失







年代を職業毎に見ると、定職者では 30代が 1,797件（36.2%）、40代が 1,329件（26.8%）、
20 代が 1,034 件（20.9%）の順に多く、無職・失業者では 40 代が 3,504 件（29.6%）、30 代
が 3,282件（27.7%）の順に多く、主婦では 50代が 722件（30.1%）、40代が 721件（30.0%）
の順に多いとの結果であり、定職者は 20～40 代、無職・失業者は 30～40 代、主婦は 40～



































































































有意な関連が認められなかった（Fisher’s exact test, p=0.180）。なお、主婦の性別と自殺志向












は自殺志向と健康状態の間には有意な関連が認められなかった（χ2=0.2, df=1, p=0.664）。 
 



























































































① 20～30代／定職者／男性 を構成の中心とする集団 
② 10代、40代、60代／無職・失業者／男性 を構成の中心とする集団 
























































殺予防いのちの電話」の活動は、毎月 10 日に 24 時間単位で開催され、1 年間に 12 日間と
いう限定した期間で実施されるものである。したがって、仮にその 12日間以外の期間に同
様な電話相談が行われることを想定すると、今回の対象に含まれていない人数も相当数存
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対象期間は 2008年 1 月 1日から 2011年 12月 31日までの 4年間とした。期間中の総相談件
数は 99,019 件であった。その中で、評価項目に欠損のない 93,094 件（94.0%）を解析対象
とした。統計データは茨城いのちの電話の事務局により集計され、本研究に関わる担当者





































全ての解析には、IBM SPSS 19.0 for windows を用いた。 























全体では、曜日別の相談件数は、土曜日 13,687 件（14.7%）、水曜日 13,634 件（14.6%）、
日曜日 13,498件（14.5%）の順番に多く、火曜日 12,765件（13.7%）、金曜日 12,860件（13.8%）
の順番に少なかった。 
しかし性別毎に見ると、男性では日曜日 6,989 件（15.8%）、土曜日 6,801 件（15.4%）の
順番に多く、火曜日 5,909 件（13.3%）、金曜日 5,919 件（13.4%）の順番に少なかったが、


















性別毎に見ると、男性の 1h毎では、13時台が 4,087件（9.2%）と最も多く、2時台が 444
件（1.0%）と最も少なかった。女性の 1h毎では、13時台が 4,876件（10.0%）と最も多く、
2 時台が 512件（1.0%）と最も少なかった。男性の 6h毎では、12-17時台が 20,015件（45.2%）
と最も多く、0-5時台が 4,009件（9.1%）と最も少なかった。女性の 6h毎では、12-17時台




1h 毎と 6h 毎の両方とも、時間帯別の件数と性別の間には有意に関連が認められた（1h
毎（χ2=322.7, df=23, p<0.001）、6h毎（χ2=75.0, df=3, p<0.001））。残差分析の結果から、男性
の 1h 毎では、9-12 時台と 3-6 時台、20 時台が期待度数より有意に多かった。女性の 1h 毎




全体では、経過時間別の相談件数は、0分以上 10分未満（以下 0-10分とする）が 25,266
件（27.1%）、10分以上 30分未満（以下 10-30分）が 32,337件（34.7%）、30分以上 60分未
満（以下 30-60 分）が 25,336件（27.2%）、60分以上が 10,155件（10.9%）であり、10-30分
が最も多かった。 
しかし性別毎にみると、男性では 0-10 分が 19,322 件（43.6%）と最も多く、短時間の相
談が中心であったのに対して、女性では 10-30分 18,049件（37.0%）、30-60分 17,245件（35.3%）
の順番に多く、男女で異なる結果であった。 
経過時間別の件数と性別の間には有意に関連が認められた（χ2=13079.4, df=3, p<0.001）。





自殺志向の相談は 1,364 件（93,094 件の 1.5%）であり、性別は男性が 646 件（47.4%）、
女性が 718件（52.6%）であった。男性と女性の割合は女性の方が多く、これは相談全体に





自殺志向の相談の全体では、曜日別の相談件数は、木曜日 225 件（16.5%）、月曜日 212
件（15.5%）、火曜日 209件（15.3%）の順番に多く、土曜日 156件（11.4%）、水曜日 179件
（13.1%）の順番に少なかった。これは相談全体における曜日の件数と異なる分布であった。 
しかし性別毎に見ると、男性では木曜日 118 件（18.3%）、火曜日 100件（15.5%）の順番
に多く、土曜日 78件（12.1%）、水曜日 84件（13.0%）の順番に少なかったが、女性では月
曜日 125 件（17.4%）、火曜日 109 件（15.2%）の順番に多く、土曜日 78 件（10.9%）、水曜
日 95 件（13.2%）の順番に少なかった。男女ともに土曜日が最も少なく、これは相談全体
における件数と異なる分布であった。 





と最も多く、0-5 時台が 161 件（11.8%）と最も少なかった。1h 毎では相談全体の場合とは
最も件数が多い時間が異なる（相談全体は 13 時、自殺志向の相談は 19 時）結果であった
が、時間帯全体を通してみると、件数の上位は 13-19 時台に集中しており、13 時台から 19
時台に相談件数のピークが認められ、これは相談全体における件数と同様の分布であった。 
性別毎に見ると、男性の 1h 毎では、13 時台が 64 件（9.9%）と最も多く、2 時台が 6 件
（0.9%）と最も少なかった。女性の 1h 毎では、19 時台が 63 件（8.8%）と最も多く、7 時
台が 4件（0.6%）と最も少なかった。男性の 6h 毎では、12-17時台が 279 件（43.2%）と最
も多く、0-5時台が 77件（11.9%）と最も少なかった。女性の 6h毎では、12-17時台が 296









分が 461件（33.8%）、30-60分が 461件（33.8%）、60分以上が 213件（15.6%）であり、10-30
分と 30-60分が最も多かった。 
性別毎にみると、男性では 10-30 分が 219 件（33.9%）と最も多くなっており、女性では
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30-60 分が 263 件（36.6%）と最も多かった。全体の場合と比較すると、男女ともに長時間
の相談の割合が増加していた。特に、全体の場合では 0-10 分の短時間の相談が中心であっ
た男性において、10-30分と 30-60 分の割合が増加していた。 
経過時間別の件数と性別の間には有意に関連が認められた（χ2=40.6, df=3, p<0.001）。残差








60 代の男性が多いが、自殺志向の受信件数では 20 代、30 代の女性が多く、自殺者数と自
殺志向の受信件数では性年齢別の特徴が異なると報告されている 125)。この先行研究は「通
常の電話相談」を対象としたものではなく、全国のフリーダイヤルの「自殺予防いのちの
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ピークがある」という報告 135)や、Altamura らによる「8:31 と 12:30 にピークがある」とい
う報告 136)がある。日本の自殺統計では、調査年によってばらつきがあり、2003年の「男性
は 5-6 時台、女性は 10-12 時台が多い」とする報告 137)や、2009 年の「男性は 5-6 時台、女
























































































































































たは high risk approach）と community model（または population approach）の双方が必要であ
るが12)、本研究で提示した自殺既遂-自殺未遂の階層モデルと自殺既遂-自殺ハイリスク群の
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都道府県 件数 割合(％) 都道府県 件数 割合(％)
北海道 1,133 3.9 大阪 1,733 5.9
青森 242 0.8 兵庫 1,499 5.1
岩手 283 1.0 京都 387 1.3
宮城 351 1.2 滋賀 256 0.9
秋田 253 0.9 奈良 287 1.0
山形 364 1.2 和歌山 220 0.7
福島 191 0.6 鳥取 180 0.6
東京 3,319 11.3 島根 473 1.6
神奈川 1,993 6.8 岡山 692 2.4
埼玉 1,453 4.9 広島 307 1.0
千葉 1,111 3.8 山口 95 0.3
茨城 1,064 3.6 徳島 132 0.4
栃木 922 3.1 香川 260 0.9
群馬 842 2.9 愛媛 377 1.3
山梨 102 0.3 高知 773 2.6
新潟 605 2.1 福岡 750 2.6
長野 532 1.8 佐賀 48 0.2
富山 362 1.2 長崎 254 0.9
石川 194 0.7 熊本 441 1.5
福井 29 0.1 大分 360 1.2
愛知 1,311 4.5 宮崎 176 0.6
岐阜 291 1.0 鹿児島 266 0.9
静岡 462 1.6 沖縄 151 0.5
三重 539 1.8 不明 1,323 4.5
合計 29,388 100.0
表 Ⅱ-7. 発信元の地域
















































































































































年代 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
10代 186 1.7% 199 2.4% 385 2.0%
-3.7 3.7
20代 1,546 14.0% 1,265 15.5% 2,811 14.6%
-3.0 3.0
30代 3,383 30.6% 2,170 26.6% 5,553 28.9%
6.0 -6.0
40代 3,350 30.3% 2,204 27.1% 5,554 28.9%
4.9 -4.9
50代 1,724 15.6% 1,610 19.8% 3,334 17.4%
-7.5 7.5
60代 651 5.9% 554 6.8% 1,205 6.3%
-2.6 2.6
70代 212 1.9% 144 1.8% 356 1.9%
0.8 -0.8
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10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代
男性 女性
（件）






























職業 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
　定職 3,461 31.3% 1,498 18.4% 4,959 25.8%
20.2 -20.2
7,563 68.4% 4,275 52.5% 11,838 61.7%
22.5 -22.5
　主婦 28 0.3% 2,373 29.1% 2,401 12.5%
-59.8 59.8








- 91 - 
 
 
























































年代 定職 ％ 無職・失業 ％ 主婦 ％ 全体 ％
10代 43 0.9% 337 2.8% 5 0.2% 385 2.0%
-6.6 10.5 -6.7
20代 1,034 20.9% 1,681 14.2% 96 4.0% 2,811 14.6%
14.4 -2.2 -15.8
30代 1,797 36.2% 3,282 27.7% 474 19.7% 5,553 28.9%
13.2 -4.7 -10.6
40代 1,329 26.8% 3,504 29.6% 721 30.0% 5,554 28.9%
-3.8 2.6 1.3
50代 571 11.5% 2,041 17.2% 722 30.1% 3,334 17.4%
-12.6 -0.6 17.6
60代 116 2.3% 790 6.7% 299 12.5% 1,205 6.3%
-13.3 2.9 13.3
70代 69 1.4% 203 1.7% 84 3.5% 356 1.9%
-2.8 -1.8 6.4
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10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代
定職 無職・失業 主婦
（件）














































































































































































































































向群 ％ 全体 ％
男性 363 48.7% 383 51.3% 746 65.2%
-2.6 2.6
226 56.6% 173 43.4% 399 34.8%
2.6 -2.6
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向群 ％ 全体 ％
あり 326 76.0% 103 24.0% 429 37.5%
12.9 -12.9
263 36.7% 453 63.3% 716 62.5%
-12.9 12.9
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向群 ％ 全体 ％
69 38.3% 111 61.7% 180 15.7%
-3.8 3.8
520 53.9% 445 46.1% 965 84.3%
3.8 -3.8
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向群 ％ 全体 ％
男性 1,359 50.4% 1,340 49.6% 2,699 61.2%
-5.2 5.2
997 58.3% 713 41.7% 1,710 38.8%
5.2 -5.2
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向群 ％ 全体 ％
あり 1,455 71.4% 582 28.6% 2,037 46.2%
22.2 -22.2
901 38.0% 1,471 62.0% 2,372 53.8%
-22.2 22.2
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向群 ％ 全体 ％
271 43.6% 351 56.4% 622 100.0%
-5.3 5.3
2,085 55.1% 1,702 44.9% 3,787 100.0%
5.3 -5.3
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向群 ％ 全体 ％
男性 3 33.3% 6 66.7% 9 1.0%
-1.3 1.3
470 54.3% 396 45.7% 866 99.0%
1.3 -1.3
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向群 ％ 全体 ％
あり 253 71.5% 101 28.5% 354 40.5%
8.5 -8.5
220 42.2% 301 57.8% 521 59.5%
-8.5 8.5
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向群 ％ 全体 ％
60 52.2% 55 47.8% 115 100.0%
-0.4 0.4
413 54.3% 347 45.7% 760 100.0%
0.4 -0.4
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平成24年 平成23年 平成24年 平成23年
都道府県 自殺者数 自殺者数 都道府県 自殺者数 自殺者数
北海道 1,296 1,437 滋賀県 306 376
青森県 356 400 京都府 464 567
岩手県 353 401 大阪府 1,740 1,924
宮城県 508 483 兵庫県 1,225 1,303
秋田県 315 343 奈良県 262 238
山形県 291 288 和歌山県 207 274
福島県 453 525 鳥取県 130 166
茨城県 627 703 島根県 168 199
栃木県 504 530 岡山県 382 409
群馬県 513 509 広島県 614 601
埼玉県 1,571 1,667 山口県 346 366
千葉県 1,242 1,443 徳島県 165 150
東京都 2,762 3,120 香川県 176 248
神奈川県 1,644 1,852 愛媛県 337 369
新潟県 700 724 高知県 214 224
富山県 264 301 福岡県 1,186 1,308
石川県 265 289 佐賀県 213 210
福井県 181 171 長崎県 284 347
山梨県 280 312 熊本県 448 441
長野県 480 501 大分県 278 281
岐阜県 468 525 宮崎県 307 338
静岡県 834 963 鹿児島県 394 436
愛知県 1,454 1,634 沖縄県 267 387
三重県 384 368 合計 27,858 30,651
表 Ⅱ-38. 警察庁の自殺統計による都道府県別自殺者数
参考文献55) 表8 都道府県別自殺者数より引用、筆者により一部抜粋.




































曜日 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
月曜日 6,282 14.2% 6,970 14.3% 13,252 14.2%
-0.4 0.4
火曜日 5,909 13.3% 6,856 14.0% 12,765 13.7%
-3.1 3.1
水曜日 6,179 14.0% 7,455 15.3% 13,634 14.6%
-5.7 5.7
木曜日 6,211 14.0% 7,187 14.7% 13,398 14.4%
-3.1 3.1
金曜日 5,919 13.4% 6,941 14.2% 12,860 13.8%
-3.8 3.8
土曜日 6,801 15.4% 6,886 14.1% 13,687 14.7%
5.4 -5.4
日曜日 6,989 15.8% 6,509 13.3% 13,498 14.5%
10.6 -10.6
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時間 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
0時台 529 1.2% 705 1.4% 1,234 1.3%
-3.3 3.3
1時台 641 1.4% 786 1.6% 1,427 1.5%
-2.0 2.0
2時台 444 1.0% 512 1.0% 956 1.0%
-0.7 0.7
3時台 964 2.2% 962 2.0% 1,926 2.1%
2.2 -2.2
4時台 659 1.5% 610 1.2% 1,269 1.4%
3.1 -3.1
5時台 772 1.7% 676 1.4% 1,448 1.6%
4.4 -4.4
6時台 886 2.0% 810 1.7% 1,696 1.8%
3.9 -3.9
7時台 505 1.1% 577 1.2% 1,082 1.2%
-0.6 0.6
8時台 2,095 4.7% 2,515 5.2% 4,610 5.0%
-3.0 3.0
9時台 1,823 4.1% 1,789 3.7% 3,612 3.9%
3.6 -3.6
10時台 2,114 4.8% 1,892 3.9% 4,006 4.3%
6.7 -6.7
11時台 2,276 5.1% 2,057 4.2% 4,333 4.7%
6.7 -6.7
12時台 1,908 4.3% 1,645 3.4% 3,553 3.8%
7.5 -7.5
13時台 4,087 9.2% 4,876 10.0% 8,963 9.6%
-3.9 3.9
14時台 3,582 8.1% 4,044 8.3% 7,626 8.2%
-1.1 1.1
15時台 3,642 8.2% 4,197 8.6% 7,839 8.4%
-2.1 2.1
16時台 3,384 7.6% 4,039 8.3% 7,423 8.0%
-3.6 3.6
17時台 3,412 7.7% 4,026 8.2% 7,438 8.0%
-3.1 3.1
18時台 2,764 6.2% 3,396 7.0% 6,160 6.6%
-4.4 4.4
19時台 3,410 7.7% 3,982 8.2% 7,392 7.9%
-2.6 2.6
20時台 1,921 4.3% 1,804 3.7% 3,725 4.0%
5.0 -5.0
21時台 933 2.1% 1,006 2.1% 1,939 2.1%
0.5 -0.5
22時台 929 2.1% 1,150 2.4% 2,079 2.2%
-2.7 2.7
23時台 610 1.4% 748 1.5% 1,358 1.5%
-2.0 2.0











































時間 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
0-5時台 4,009 9.1% 4,251 8.7% 8,260 8.9%
1.8 -1.8
6-11時台 9,699 21.9% 9,640 19.8% 19,339 20.8%
8.1 -8.1
12-17時台 20,015 45.2% 22,827 46.8% 42,842 46.0%
-4.8 4.8
18-23時台 10,567 23.9% 12,086 24.8% 22,653 24.3%
-3.2 3.2























男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
19,322 43.6% 5,944 12.2% 25,266 27.1%
107.8 -107.8
14,288 32.3% 18,049 37.0% 32,337 34.7%
-15.1 15.1
8,091 18.3% 17,245 35.3% 25,336 27.2%
-58.4 58.4
2,589 5.8% 7,566 15.5% 10,155 10.9%
-47.2 47.2


















































曜日 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
月曜日 87 13.5% 125 17.4% 212 15.5%
-2.0 2.0
火曜日 100 15.5% 109 15.2% 209 15.3%
0.2 -0.2
水曜日 84 13.0% 95 13.2% 179 13.1%
-0.1 0.1
木曜日 118 18.3% 107 14.9% 225 16.5%
1.7 -1.7
金曜日 88 13.6% 104 14.5% 192 14.1%
-0.5 0.5
土曜日 78 12.1% 78 10.9% 156 11.4%
0.7 -0.7
日曜日 91 14.1% 100 13.9% 191 14.0%
0.1 -0.1










- 135 - 
 
 
時間 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
0時台 14 2.2% 19 2.6% 33 2.4%
-0.6 0.6
1時台 14 2.2% 12 1.7% 26 1.9%
0.7 -0.7
2時台 6 0.9% 15 2.1% 21 1.5%
-1.7 1.7
3時台 20 3.1% 15 2.1% 35 2.6%
1.2 -1.2
4時台 13 2.0% 13 1.8% 26 1.9%
0.3 -0.3
5時台 10 1.5% 10 1.4% 20 1.5%
0.2 -0.2
6時台 15 2.3% 9 1.3% 24 1.8%
1.5 -1.5
7時台 13 2.0% 4 0.6% 17 1.2%
2.4 -2.4
8時台 24 3.7% 30 4.2% 54 4.0%
-0.4 0.4
9時台 19 2.9% 34 4.7% 53 3.9%
-1.7 1.7
10時台 31 4.8% 29 4.0% 60 4.4%
0.7 -0.7
11時台 33 5.1% 24 3.3% 57 4.2%
1.6 -1.6
12時台 31 4.8% 35 4.9% 66 4.8%
-0.1 0.1
13時台 64 9.9% 56 7.8% 120 8.8%
1.4 -1.4
14時台 48 7.4% 52 7.2% 100 7.3%
0.1 -0.1
15時台 46 7.1% 60 8.4% 106 7.8%
-0.9 0.9
16時台 39 6.0% 44 6.1% 83 6.1%
-0.1 0.1
17時台 51 7.9% 49 6.8% 100 7.3%
0.8 -0.8
18時台 29 4.5% 47 6.5% 76 5.6%
-1.7 1.7
19時台 59 9.1% 63 8.8% 122 8.9%
0.2 -0.2
20時台 28 4.3% 32 4.5% 60 4.4%
-0.1 0.1
21時台 16 2.5% 28 3.9% 44 3.2%
-1.5 1.5
22時台 16 2.5% 21 2.9% 37 2.7%
-0.5 0.5
23時台 7 1.1% 17 2.4% 24 1.8%
-1.8 1.8











































時間 男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
0-5時台 77 11.9% 84 11.7% 161 11.8%
0.1 -0.1
6-11時台 135 20.9% 130 18.1% 265 19.4%
1.3 -1.3
12-17時台 279 43.2% 296 41.2% 575 42.2%
0.7 -0.7
18-23時台 155 24.0% 208 29.0% 363 26.6%
-2.1 2.1























男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
149 23.1% 80 11.1% 229 16.8%
5.9 -5.9
219 33.9% 242 33.7% 461 33.8%
0.1 -0.1
198 30.7% 263 36.6% 461 33.8%
-2.3 2.3
80 12.4% 133 18.5% 213 15.6%
-3.1 3.1
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月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日
全体 男性 女性
（件） （件）
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0-5時台 6-11時台 12-17時台 18-23時台
全体 男性 女性
（件） （件）
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0分以上10分未満 10分以上30分未満 30分以上60分未満 60分以上
全体 男性 女性
（件） （件）
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月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日
全体 男性 女性
（件） （件）
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0-5時台 6-11時台 12-17時台 18-23時台
全体 男性 女性
（件） （件）
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0分以上10分未満 10分以上30分未満 30分以上60分未満 60分以上
全体 男性 女性
（件） （件）
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図Ⅳ-2. 自殺既遂-自殺ハイリスク群の階層モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
自殺既遂者
重度の自殺ハイリスク群
・自殺企図中、予告例
軽度の自殺ハイリスク群
・希死念慮、社会的孤立など
